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地域ぐるみの減塩教育キャンペーンの実際とその評価
筑西市協和地区・脳卒中半減対策事業 メディアによる健康教育活動
横
ヨコ
田
タ
紀
キ
美
ミ
子
コ
*,2* 原
ハラ
田
ダ
美
ミ
知
チ
子
コ
3* 若
ワカ
林
バヤシ
洋
ヨウ
子
コ
3* 稲
イナ
川
ガワ
三
ミ
枝
エ
子
コ
3*
大
オオ
島
シマ
美
ミ
幸
ユキ
3* 鳥
トリ
海
ウミ
佐
サ
和
ワ
子
コ
3* 廣
ヒロ
瀬
セ
久
ク
美
ミ
子
コ
3* 椎
シイ
名
ナ
由
ユ
美
ミ
3*
山
ヤマ
岸
ギシ
良
カズ
匡
マサ
2* 崔
サイ
仁
ジン
哲
テツ
2* 池
イケ
田
ダ
愛
アイ
2*,7* 八
ヤ
尾
オ
正
マサ
之
ユキ
2*,4*
野
ノ
田
ダ
博
ヒロ
之
ユキ
2*,7* 谷
タニ
川
ガワ
武
タケシ
2* 田
タ
中
ナカ
佐
サ
代
ヨ
子
コ
5* 黒
クロ
川
カワ
通
ミチ
典
ノリ
4*,6*
今
イマ
野
ノ
弘
ヒロ
規
ノリ
4* 木
キ
山
ヤマ
昌
マサ
彦
ヒコ
4* 北
キタ
村
ムラ
明
アキ
彦
ヒコ
4* 佐
サ
藤
トウ
眞
シン
一
イチ
4*
嶋
シマ
本
モト
喬
タカシ
4* 磯
イソ
博
ヒロ
康
ヤス
2*,7*
目的 循環器疾患の予防を目的とした地域ぐるみの減塩教育キャンペーン，とくにメディアによ
る健康教育を多角的，継続的に実施する方法，実績並びに評価結果を提示する。
対象と方法 対象地域は茨城県協和町（現・筑西市，1985年国勢調査人口16,792人）である。当
地域では1981年より循環器疾患の予防対策を開始し，1983年から高血圧の一次予防を目的に
地域ぐるみの減塩教育キャンペーンを全町的規模で実施している。メディアを介したキャン
ペーンとして，減塩と栄養のバランスを強調したキャッチフレーズ入りのたれ幕や横断幕，
立て看板等を作成し，町内要所約250か所に設置した。このキャッチフレーズは保健セン
ターが配布・発送する広報誌や郵便封筒にも印刷され，常に住民の目に留まるようにした。
2003年には減塩教育キャンペーンのためのキャラクターマークを作成し，垂れ幕や横断幕，
立て看板の他，ポスターや健康カレンダーにも展開した。さらに減塩マークも作成した。町
の行事を介してのキャンペーンとして，循環器疾患予防を統一テーマに据えた「健康まつり」
を年 1 回実施した。健診時期には小学生の作成した絵や書道による健診受診勧奨ポスターを
町内各所に掲示した。キャンペーンの評価として，アンケート，みそ汁の塩分濃度測定，24
時間思い出し法による食塩摂取量の推移を分析した。
結果 キャンペーンの実施に伴い1983年から1988年にかけて，町の施設で保健師による健康相
談・血圧測定が受けられることを認識している人の割合は65％から84％と増加した。また塩
分摂取量の目標値が10 g 以下と答えた人の割合は47％から63％と増加した。減塩を実行して
いると答えた人の割合も38％から58％と増加した。適塩といわれる1.1％未満のみそ汁塩分
濃度の世帯は1985年から2004年にかけて47％から66％と増加した。40～69歳の循環器検診受
診者を対象とした24時間思い出し法による食塩摂取量は，1982年から2004年にかけて，とく
に40歳代で男性は14 g/日から11 g/日，女性は12 g/日から10 g/日へと低下した。
結論 循環器疾患予防を目的とした地域ぐるみの減塩キャンペーンは，住民組織，学校・教育委
員会，食品協会等の関係機関との連携により多角的，継続的に実施することが可能であり，
減塩の推進に有効であること考えられた。
Key words：減塩教育，一次予防，健康キャンペーン，地域，啓発
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Ⅰ 緒 言
「健康日本21」において，脳卒中，虚血性心疾
患はがんとともに 3 大生活習慣病として位置付け
られ，その予防方策として，栄養，運動，休養の
改善が呈示されている1)。わが国では循環器疾患
の中でも脳卒中の占める割合が高く，その年齢調
整死亡率は過去30年間で 3 分の 1 以下に減少した
といえ，いまだ死因の第 3 位を占め，寝たきりの
原因の第 1 位，医療費では年間 2 兆円に及ぶ重大
な疾患である2)。一方，虚血性心疾患は，死因の
第 2 位である心疾患の約半数を占め，その年齢調
整死亡率は過去30年間で半減したとはいえ2)，今
後若い世代を中心に生活習慣の欧米化が進めば，
増加が危惧される疾患である3)。脳卒中，虚血性
心疾患の共通のリスクファクターとして，高血圧
が第一に挙げられ，その発症・促進要因として食
塩の過剰摂取，アルコール摂取，肥満・身体活動
不足が指摘されている4)。とりわけ食塩の過剰摂
取は日本人の生活習慣改善の最重要項目であり，
その対策として1960年代以降全国各地において，
健診等で把握された高血圧者を中心に市町村並び
に保健所が減塩教育を行ってきた5)。しかしなが
ら，高血圧発症の予防も含めた高血圧対策を進め
るには，高血圧者のみならず，地域住民全体を対
象とした減塩教育活動（以下，減塩教育キャン
ペーンと称する）を組織的に実施する必要があ
る。その実施方法は地域の特性により異なる場合
があるが，健康日本21の推進にあたり，長期間継
続し得た具体的な方策を紹介することは意義深い
と考えられる。そこで本稿では，茨城県真壁郡協
和町（現・筑西市)6)において1981年から継続し
ている脳卒中半減対策事業のうち，メディアを用
いた減塩教育キャンペーンの概要，実施方法，お
よびその評価について述べる。
Ⅱ 方法と対象
1. 対象地域
対象地域は茨城県の西部に位置し，米作と施設
園芸を主産業とした平地農村である茨城県真壁郡
協和町（2005年 3 月に周辺 3 市町と合併し，現・
筑西市旧協和町地区，1985年国勢調査人口16,792
人）である。茨城県を含む北関東地方は，現在で
も脳卒中死亡率の高い地域である。脳卒中の最も
多い地域として知られた東北地方が1960～1970年
代に積極的な対策により脳卒中死亡率の大幅な低
下をなし得たのに比べ，北関東地方では対策が遅
れ，1980年代には東北地方と比肩する脳卒中死亡
率を示すに至った。そこで北関東内陸部に位置す
る当町においては，1981年に茨城県の脳卒中特別
対策モデル地区の指定を受け，脳卒中発症率の半
減を目標として，筑波大学，大阪府立成人病セン
ター（現：大阪府立健康科学センター）等の支援
のもとに，町，保健所，医師会，農協，農業改良
普及所，健診専門機関（茨城県総合健診協会）が
加わり，対策協議会を結成した。また成人病予防
対策委員（男性65人），保健推進員（女性65人）
を町民より選んで町長が委嘱し，検診受診の呼び
かけ，検診の手伝い（受診者の各コーナーへの誘
導など），ポスター，立て看板の配布・設置，ア
ンケート調査等の協力を行う体制を整えた。その
他に，食生活についての教育研修を 1 年間受けた
町民の有志が，健康づくり食生活指導員（女性35
人）を組織し，全世帯みそ汁塩分濃度調査等につ
いて協力した。
2. 対策のフレームワーク
対策初期より現在にいたるまで一貫して，事業
の目的を「脳卒中年齢調整発症率の半減」に据え
た。対策開始当時，当町や茨城県を含む北関東地
方における食塩摂取量は極めて高く，このことが
脳卒中の多発をもたらしていると考えられたこと
から，対策に当たっては，とくに食塩過剰摂取の
改善に焦点を当てた。先行事例7)においてすでに
有効性が認められていた高血圧検診を中心とした
2 次予防対策に加えて，対策当初より住民全員を
対象とした健康教育キャンペーン，すなわち，減
塩キャッチフレーズやポスター，看板などメディ
アを用いた活動，学校での副読本を用いた減塩健
康教育，食品協会との協力活動等，減塩を中心と
した 1 次予防活動に重点をおき，さらに脳卒中発
症者に対する地域ケアなどの 3 次予防対策を含め
た保健・医療・福祉にまたがる予防ストラテジー
を対策初期に策定した（図 1）。すなわち，本稿
で詳述する 1 次予防対策事業を全町的規模で展開
することにより，全住民 1 万 7 千人に遍く浸透さ
せ，住民の減塩意識，知識，行動の変容を促し
た。さらに40歳以上の住民約 7 千人を対象とし
て，高血圧の早期発見・早期管理，および生活習
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慣・服薬指導を目的とした循環器検診（現在の基
本健康診査）を実施し，検診時の保健指導による
血圧レベルの低下を目指すとともに，要治療者約
1,000人については，医療機関の受診勧奨と受診
後の徹底した追跡を行い，高血圧の服薬率，コン
トロール率の向上を促した。さらに脳卒中の救急
医療システムの整備により，脳卒中の致死率の低
下を期するとともに，脳卒中登録システム，訪問
指導，地域ケアシステムを整備し，脳卒中の再発
や寝たきりの予防を目指した。
本稿では，これら一連のフレームワークのうち，
1 次予防活動に相当するメディアを用いた健康教
育活動の実際と評価について述べる。
3. 循環器検診の実施
循環器検診は先行事例7)においてその有効性が
報告されており，かつ早期に効果が期待されたこ
とから，対策当初より本事業の中心をなす施策と
位置付けた。本事業における循環器検診は，高血
圧の早期発見とその後の指導，および検診期間を
通した受診者への生活習慣指導，服薬指導を目的
とし，老人保健法施行前の1981年10月から開始し
た。より多くの住民の受診を促すため，対象者本
人への通知や保健センター広報の全戸配布に加え
て，小学生による検診受診啓蒙ポスターを製作
し，公共施設・スーパーなど住民に身近なスペー
スに掲示を行った。また，小学生のいる家族への
受診啓発を促した。さらに検診実施期間中には検
診未受診者への再通知や広報車，防災無線を活用
した検診の PR 活動を行った。
検診により把握した高血圧者に対しては，減塩
と栄養のバランスを強調した生活指導を行った。
その中で降圧剤服用中の者に対しては治療継続を
強調し，また降圧剤を服用していないが検診結果
より服用が必要と判断された者（たとえば，最高
血圧が 180 mmHg 以上または最小血圧が 110
mmHg 以上）に対しては地元の医療機関への受
療を強力に勧め，未受診者は電話や訪問により徹
底的に追跡し，その後の治療状況の確認も毎年継
続した。こうした生活指導は検診時や検診結果説
明会，および高血圧者の健康教室等において繰り
返し行った。
なお本事業においては，検診の機会に医師によ
る診察や，保健師による健康相談，栄養士による
栄養調査・指導など，積極的に減塩教育を行うこ
とにより，検診に参加すること自体を減塩教育の
一環と捉えた。その際，正常血圧者だけでなく境
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界域高血圧者に対しても減塩教育を行った。
4. 減塩教育キャンペーン事業
減塩教育キャンペーン事業は，循環器検診と平
行して，高血圧自体の発症を予防することを目的
として1983年より開始された。この事業の基本的
なスキームは，全住民を対象として，組織的に展
開することにより，住民に遍く減塩を浸透させる
ことにある。個々の取り組みは予算等の関係で順
次整備していったが，それぞれの取り組みについ
て，住民に理解しやすい方法で，かつ多くの住民
の目に留まるよう努めた。
1) 健康キャッチフレーズの募集・策定
減塩教育キャンペーンの実施にあたり，減塩の
必要性をわかりやすく，かつ広範に浸透させるた
め，当町に即した健康キャッチフレーズが必要で
あると考えた。そして，そのキャッチフレーズ
を，町内の立て看板，垂れ幕，ポスターや，町が
配布する広報，健康カレンダー，パンフレット，
町役場から住民への郵便物を封入する封筒などに
印刷して使用することとした。1983年に，減塩の
みならず，栄養のバランスも考慮して，一般住民
に理解しやすいようなキャッチフレーズを住民か
ら募集し，応募されたものを改編して，2 つのキ
ャッチフレーズを作成した。その 1 つは「塩かけ
ず手間暇かけて愛情料理―豊かな食生活は脳卒中
予防の基本です―」である。これは減塩を進める
と同時に家庭で手間暇かけて色々な食材を使用し
て，栄養バランスを改善することを目指したもの
である。また，肉類，魚類，卵，牛乳・乳製品，
野菜，果物，穀類の 1 日摂取量の目安を町がオリ
ジナルで作成した健康手帳（老人保健法に基づく）
に載せるとともに，検診時や検診結果説明会など
で，色々なものを過不足なく，バランスよく食べ
ることの重要性を繰り返し唱えた。もう 1 つのキ
ャッチフレーズは「打ち破ろう！食塩信仰，重労
働に塩多くは迷信です」である。協和町では，大
型ビニールハウスによる施設園芸農家が多く，
「農作業の際，汗を多くかくため塩分が失われる
と力がわいてこない，だから塩が必要だ」という
考えが強く浸透していた背景を考慮して作成した
ものである8)。これらのキャッチフレーズは立て
看板，垂れ幕，ポスター，広報，健康カレン
ダー，保健センターの封筒，健康祭りのパンフレ
ットに記載し，一般住民に生活習慣の改善の要点
を分かりやすく表示した。その後1997年に，時代
のニーズに合わせた内容のキャッチフレーズが必
要と考え，新しいキャッチフレーズを加えた。ひ
とつは調理する人への減塩の具体的方法を表した
「みそ，しょうゆ，1 さじ減らして健康家族」と
し，もうひとつは食事をする側の行動を表す「初
めの 1 口うすいかな？食べてみればいい感じ」と
した。
2) キャッチフレーズ入りたれ幕，たて看板の
作成と掲示
策定したキャッチフレーズを数多くの住民に浸
透させるため，キャッチフレーズを表示した巨大
なたれ幕を町役場の外壁に掲示するとともに，立
て看板を作成し全町内に悉く設置することとした。
たれ幕は 2 階建て役場の正面玄関入口横，裏玄
関横の 2 か所に設置した。1983年に設置して以来，
3～4 年毎にたれ幕を新しく交換している。当初
のたれ幕は正面玄関に「塩かけず手間暇かけて愛
情料理―豊かな食生活は脳卒中予防の基本で
す―」，裏玄関に「打ち破ろう！食塩信仰，重労
働に塩多くは迷信です」であった。
たて看板の最初の設置は1984年であり，たれ幕
と同じ標語を記したものを合計30台作成し，地区
のリーダーである成人病予防対策委員，保健推進
員にそれぞれの地区で目立ち易い場所，たとえば
公民館前のごみの収集所，路地の交差点，神社の
境内等24か所に設置してもらった。予算の関係に
より，一度に多数の看板を製作することが難しか
ったために，長期間の計画を立て，3～4 年毎に
古くなった看板の交換，新しい看板の補充（年間
15～20台）を行い，2004年現在，全町で250か所
に設置されている。その他，食品協会の活動事業
として食品協会が1990年に作成した，たて看板
「いつも控える塩分は長寿社会のもとになる」（計
15台）は，主に食品協会の役員の住む地域のごみ
収集所等に設置されている。
1997年以降からは前述の新しいキャッチフレー
ズ入りのたれ幕と立て看板を作成し，2004年の立
て看板，たれ幕は，後述する健康キャンペーンキ
ャラクター「元気ちゃん」マーク入りのものと
した。
3) キャッチフレーズ入り健康カレンダー
カレンダーは年間を通じて使用される家庭内メ
ディアであり，月めくり式であれば，月ごとに季
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節に合った情報を家庭内で発信することができ
る。そこで，カレンダーに健康情報やメッセージ
を載せて浸透させるため，1983年，1985年，1987
年並びに2003年にキャッチフレーズを入れたカ
ラー刷りの健康カレンダーを作成し，成人病予防
対策委員，保健推進員を介して，全世帯（約
4,000世帯）に配布した。健康カレンダーは町の
保健活動風景等のスナップ写真をそれぞれの月に
載せ，上記のキャッチフレーズや一口健康メモを
入れている。また，年間の保健事業の行事が対応
する日付に印刷されており，住民の健康への関心
を高めるとともに，町の行事日程を知らせる役目
も担っている。さらに日付のところは，個人の予
定が書き込めるように余白のスペースを設けて使
い勝手を重視したデザインとした。2003年のカレ
ンダーは，後述する「元気ちゃん」キャラクター
をカレンダーの表紙に採用している。
4) キャッチフレーズ入りの封筒，すこやかだ
より
対策開始の1983年より，公用封筒等には前述の
キャッチフレーズを印刷して住民に発送した。ま
た，健康に関する情報，保健事業の日程，検診内
容等のお知らせのための広報誌「すこやかだより」
（B4 版または A4 版 1 枚）を年 4～6 回発行して
おり，ここにもキャッチフレーズを載せている。
5) キャッチフレーズ入りポスターの作成，
配布
キャッチフレーズ入りのポスターを1983年に
146枚，2003年に200枚，計346枚作成し，成人病
予防対策委員，健康推進員を通じて町内の要所
（駅の待合室，銀行，郵便局，スーパーマーケッ
トの店内やレジの前）や，各地区の公民館，町役
場に掲示した。ポスターは小学生の作成した絵
や，実際のハウス農業の作業風景を写した物，そ
して2003年には後述する「元気ちゃん」キャラク
ターを中心に使用したポスターが制作された。
6) キャンペーンイメージキャラクターの採用
当事業で用いたポスターなどの図柄は，小学生
の作ったものや，町民の作業風景の写真など，比
較的素朴な題材を用いた。その戦略は，身近な子
供の作った作品や住民が被写体となったポスター
を掲示することにより，住民に親近感と話題性を
もたせ，口コミの効果をもたらす点にある。一
方，事業開始から20年ほど経過し中高年を中心に
事業が浸透してくる中で，比較的若い世代への新
たな PR を行うには事業のシンボルとしてのイ
メージキャラクターの採用が有用であると考え，
新しいキャラクター入りポスターを作製すること
とした。2002年に当町が筑波大学の地域貢献支援
事業の指定を受けたのを機に，筑波大学芸術専門
学群の学生である関森彦（田中佐代子指導）がイ
メージキャラクター「元気ちゃん」を作成した
（図 2）。このキャラクターは協和町の頭文字 K
をベースに，大きく開いた口，輝いた瞳，ジャン
プという動きで元気，明るさを表現した。口から
「うす味でね！」というメッセージを発している。
また食品協会の「減塩キャンペーン協力店」のス
テッカーについても，「減塩」のマークのデザイ
ンを東京芸術大学大学院視覚伝達デザイン研究科
の学生である安起瑩（田中佐代子指導）が作成し
た。減塩協力店では，このマークが入ったポス
ターや，卓上スタンドで「お好みの味に調整しま
す」というメッセージを掲示している（図 3）。
7) 町の行事を介してのキャンペーン
年に 1 回の町民健康まつりは，一般住民の健康
意識を高めることを目的に1973年より開始された
が，1981年からは，脳卒中などの生活習慣病予防
に重点をおいたテーマを取り上げ，健康に関する
医師の講演，健康劇，減塩食品展示，血圧測定，
高齢者疑似体験，介護教室コーナー等のイベント
を開始した。この健康まつりの運営は，1981年よ
り1989年までは住民が組織する「健康まつり実行
委員会」が中心となり，これに町当局が加わる形
で企画運営を行い，住民がまつり当日の受け付
け，案内，司会，進行を担当した。その後1994年
からは健康フォーラムと名称を変え1998年まで開
催した。参加人数は16回で延べ10,340人にのぼ
り，事業初期から中期にかけて，住民の健康意識
向上を目指した。健康まつり，健康フォーラムの
テーマと参加状況については表 1 に示した。
5. 減塩キャンペーン事業の評価
減塩教育のキャンペーンの浸透度を評価するた
め，1983年，1985年，1988年に20歳以上の全世帯
（約4,000世帯）に対して「健康に関するおたずね
アンケート」を配布し，それぞれ85％，84％，
85％より回答を得た。
食塩の摂取状況の変化を把握するために，全世
帯を対象としてみそ汁の食塩濃度の調査を1985年
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図２ 健康イメージキャラクター「元気ちゃん」入り
のポスター（作・関森彦氏) 図３ 減塩キャンペーンキャラクター入りのポスター
（作・安起瑩氏)
表１ 健康まつり・健康フォーラムのテーマと参加状況
実施年 テ ー マ 参加人数（概数)
1981年：協和町から脳卒中をなくすために 600
1982年：脳卒中予防は地域ぐるみで 700
1983年：打ち破ろう！食塩信仰，塩かけず手間隙かけて愛情料理 800
1984年：健康づくりは子供のときから・塩控えて親子で健康 800
1985年：脳卒中予防は地域から家庭へ 1,100
1986年：家庭ぐるみで健康づくり・健康づくりはまず実行から 1,180
1987年：広げよう心と身体の健康の輪 1,400
1988年：見直そう老いも若きも健康管理 500
1989年：豊かさの中での健康づくり・食生活を見直そう 780
1990年：21世紀に向けての健康づくりがんの知識と予防対策 300
1991年：21世紀に向けての健康づくり・パートⅡ まず検診，受けてガンから身を守ろう 230
1994年：健康フォーラム‘94 生まれて，暮らして，住んでよかった協和町 200
1995年：健康フォーラム‘95 脳卒中半減対策事業15周年記念式典 200
1996年：健康フォーラム‘96 健やかな老後を迎えよう 220
1997年：健康フォーラム‘97 健康づくりは賢い食生活から 220
1998年：健康フォーラム‘98 健やかな明日をむかえる健康づくり 200
2000年：健康フォーラム2000 脳卒中半減対策事業20周年記念式典 200
2005年：健康フォーラム2005 脳卒中半減対策事業25周年記念式典 150
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から現在までにほぼ隔年ごとに行った。それぞれ
の年の 6 月に，区長を通じて各世帯にみそ汁採取
用の容器を配布し，回収する方法を採用した。食
塩濃度の測定は炎光光度計（株式会社アタゴ）を
用いて，町の栄養士と健康づくり食生活指導員が
行った。
また，循環器検診（1982～1986年，1990～1994
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図４ みそ汁塩分濃度の分布の変化
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年，1995～1999年，2000～2004年）の受診者40～
69歳のうち，検診会場で無作為に選び出された約
10分の 1 の受診者（のべ3,916人）に対して24時
間思い出し法による栄養調査を実施し，性別，年
齢層別に食塩摂取量の推移を分析した。その際み
そ汁の塩分量の計算は，みそ汁 1 杯の量について
おわんの実物を用いて詳細に聞き取り，上記のみ
そ汁の食塩濃度調査の各世帯における調査結果を
かけ合わせて算出した。直近のみそ汁の食塩濃度
調査に参加していない受診者（栄養調査実施者の
24％）については，その年の町全体の平均値を用
いた。かけ醤油の量については，目安となる分量
（1, 2.5, 5 ml）を皿でみせながら摂取量を聴取し
た。栄養素の算出は，日本食品分析表四訂版を用
いた。
統計解析には，統計解析パッケージ SAS
（Statistical Analysis System）を用いた。みそ汁塩
分濃度の結果は，濃度別に 8 群（0.50％未満，
0.50～0.69％，0.70～0.89％，0.90～1.09％，1.10
～1.29％，1.30～1.49％，1.50～1.69％，1.70％以
上）に分け，年次による分布の差をカイ二乗検定
により検定した。24時間栄養調査の結果は，食塩
の総摂取量，調味料としてのしょうゆ，みそ，塩
の摂取量について，性・年齢層（40–49歳，50–59
歳および60–69歳）・年次（1982～1986年，1990～
1994年，1995～1999年，2000～2004年）別に，年
齢調整平均摂取量を算出し，1982–1986年との差
を Dunnett の検定を用いて検定した。
これらの調査は，減塩キャンペーンの浸透度を
評価する目的とともに，こうした調査の周知，実
施，参加を通して，住民の減塩への注意を喚起
し，健康教育の一環とすることも意図して実施
した。
Ⅲ 研 究 結 果
個々の減塩教育キャンペーン事業のメディア媒
体の費用については，2003年を例にとると，健康
キャンペーンに使用したメディアである垂れ幕は
2 枚で約18万円，立て看板は20本で約27万円，ポ
スター500枚で約14万円，健康カレンダー4,500部
で約100万円などであった。
「健康に関するおたずねアンケート」による減
塩意識，知識，行動の変遷に関して，町の施設で
常に保健師による健康相談，血圧測定を受けるこ
とができることを知っていると答えた人の割合は，
1983年で65％，1985年で78％，1988年で84％と増
加した。また，塩分摂取量の目標値が10 g以下と
答えた人の割合は，それぞれ47％，58％，63％と
増加した。さらに減塩を実行していると答えた人
の割合も，それぞれ38％，42％，58％と増加した。
みそ汁の塩分濃度検査の実施世帯は，1985年
2,917世帯（回収率73.1％），1989年2,209世帯
（52.8％），1993年2,384世帯（54.9％），1998年
2,747世帯（58.8％），2004年1,877世帯（45.6％）
であった。図 4 にみそ汁塩分濃度の分布の変化を
示す。みそ汁の食塩濃度は，1985年から2004年に
かけて1.5％以上の世帯が13％から 6％と減少
し，適量と判断される1.1％未満の濃度の世帯が
47％から66％と増加した。上記の1989年～2004年
の各年の濃度分布は，対策初期の1985年の分布と
比べ，有意な差を認めた（いずれも P＜0.001）。
24時間栄養調査による食塩摂取量の性，年齢層
別および年齢調整平均値を表 2 に示す。1980年代
前半の第 1 期から2000年代前半の第 4 期にかけ
て，特に40歳代において食塩の総摂取量が男で
13.6 g から10.5 g へ，女で11.6 g から9.9 g へ，ま
た50歳代の女でも10.8 g から9.5 g へと減少が認
められた。調味料の摂取量に関しては，特にみそ
の減少の寄与が大きく，すべての性・年齢層にお
いて有意な減少が認められた。また，しょうゆに
ついても，60歳代の男性を除き各性・年齢層で有
意な減少を認めた。
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表２ 性，年齢層別にみた食塩の総摂取量としょうゆ，みそ，塩の摂取量（標準誤差）の推移
男 女
1982–1986 1990–1994 1995–1999 2000–2004 1982–1986 1990–1994 1995–1999 2000–2004
40–49歳 274 183 185 206 224 215 206 203
総食塩摂取量
(g)
13.6(0.3) 11.5(0.3)*** 12.1(0.3)** 10.5(0.3)*** 11.6(0.3) 10.3(0.3)** 10.3(0.3)** 9.9(0.3)***
みそ（g) 24(1) 17(1)*** 17(1)*** 13(1)*** 19(1) 14(1)*** 14(1)*** 12(1)***
しょうゆ（g) 30(1) 21(1)*** 22(1)*** 16(1)*** 27(1) 21(1)*** 19(1)*** 16(1)***
塩（g) 1.2(0.1) 1.1(0.1) 1.3(0.1) 1.2(0.1) 1.0(0.1) 1.0(0.1) 1.1(0.1) 1.1(0.1)
50–59歳 299 168 179 170 230 199 204 222
総食塩摂取量
(g)
12.4(0.3) 11.0(0.4)** 11.3(0.4) 11.6(0.4) 10.8(0.3) 10.3(0.3) 11.0(0.3) 9.5(0.3)**
みそ（g) 24(1) 19(1)** 18(1)*** 15(1)*** 18(1) 14(1)** 16(1) 12(1)***
しょうゆ（g) 29(1) 20(1)*** 22(1)*** 21(1)*** 27(1) 20(1)*** 20(1)*** 18(1)***
塩（g) 1.0(0.1) 0.7(0.1) 1.1(0.1) 0.9(0.1) 0.9(0.1) 1.1(0.1) 1.1(0.1) 1.0(0.1)
60–69歳 107 139 168 178 160 149 201 190
総食塩摂取量
(g)
10.6(0.4) 10.2(0.4) 10.9(0.4) 10.9(0.3) 9.9(0.3) 9.7(0.3) 9.9(0.3) 9.6(0.3)
みそ（g) 24(1) 18(1)** 17(1)* 18(1)** 18(1) 15(1) 15(1) 14(1)**
しょうゆ（g) 21(1) 20(1) 22(1) 17(1) 22(1) 22(1) 20(1) 17(1)**
塩（g) 0.7(0.1) 0.7(0.1) 0.8(0.1) 0.8(0.1) 0.7(0.1) 0.7(0.1) 0.8(0.1) 0.9(0.1)
1982–1986年との差：* P＜0.05, ** P＜0.01, *** P＜0.001
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Ⅳ 考 察
1981年から25年にわたる脳卒中半減対策の一環
として，高血圧の 1 次予防を目的とした減塩健康
キャンペーンを多角的，継続的に実施した。それ
に伴い，住民の減塩に関する意識，知識の向上，
行動の変容が認められた。さらに，みそ汁の塩分
濃度，食塩摂取量の低下がみられた。
こうした予防対策の効果を検討した成績として
は，本事業の先行事例として秋田県井川町7)，大
阪府八尾市9)，長野県八千穂村10)等の成績があ
り，いずれも主に 2 次予防を中心とした血圧管理
により，脳卒中の発症率が減少することが報告さ
れている。このうち井川町の研究では，対照地域
との比較においても，予防対策が脳卒中発症率を
減らすことが報告されている11)。しかしながら，
これら昭和30～40年代に開始された予防対策事業
の中心は，高血圧の早期発見・早期管理であり，
高血圧自体の予防を目指したメディア等を用いた
組織的，計画的な健康教育キャンペーンは含まれ
ていなかった。そこで本事業では，保健所の全面
的対応と住民組織，医師会の積極的な参加協力，
学校，教育委員会，食品協会等の協力を得て，高
血圧者のハイリスク管理に加えて，高血圧の 1 次
予防をも意図した脳卒中予防のための健康教育キ
ャンペーンを展開した。高血圧予防キャンペーン
に関する研究としては，わが国の職域一般集団約
6,500人に対して 3 年間減塩を中心とした介入キ
ャンペーンを行った HIPOP-OHP 研究12)や，米
国の学童に対し健康教育を行い，知識や行動変容
の変化が特に女児で大きいことや13)，地域全体へ
の予防キャンペーンを10年間行った地域では成人
の健康に関する知識の高いこと14)を，対照地域と
の比較により示した Minnesota Heart Health Pro-
gram の報告，フィンランドの地域で20年間の減
塩介入を行い，24時間蓄尿による食塩排泄量の減
少を示した North Karelia Project の報告15)等があ
るが，わが国の地域での報告はこれまでなかった。
本事業のキャンペーン事業は，保健事業の中の
新規事業として，毎年実現可能な範囲で予算要求
を行い実施してきた。これらの予算は年次計画を
立て，立て看板，ポスターは年度ごとの獲得予算
の範囲内で処理し，垂れ幕や健康カレンダーは 3
～4 年に一度，特別に計上した。こうした工夫に
より，一度に大型予算の獲得が困難な場合であっ
ても，必要な事業を推進することが可能となり，
この点は新規事業を開始する上での重要なポイン
トである。
また，キャンペーンの評価に関しても，全世帯
を対象としたアンケート調査，みそ汁塩分濃度調
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査を数年おきに実施したが，配布，回収には成人
病予防対策委員の協力，全世帯のみそ汁塩分濃度
測定には健康づくり食生活指導員の協力を得て行
うことで，調査費用を節減できた。さらに，この
ような地区のリーダーの参加によって，事業への
関心度が高まり，それが一般住民に波及していく
ことも意図した。
とくに，みそ汁の塩分濃度の推移に着目すると，
1980～90年代に高濃度の世帯の割合が減少すると
同時に低濃度の世帯が増加し，集団全体の平均値
が低濃度に移行して，90年代以降もこの状態を維
持している。また，24時間栄養調査の結果から，
1980年代前半から2000年代前半にかけて，食塩摂
取量の平均値が特に40～49歳男女で低下した。こ
の成績は，以前に報告した24時間蓄尿検査による
尿中食塩摂取量の推移の成績16)と符合するもので
あり，対策が効果的に進んだことの一端が示され
たといえる。直接的な介入効果とは結論できない
が，メディアによるキャンペーンにより住民の減
塩意識が高まったことが，集団全体の減塩の実行
につながった可能性を示すものと考えられる。
一般に食塩感受性を有する人は高血圧者で約20
～70％，正常血圧者で約15～50％とされてお
り17)，とくに正常血圧者での割合は多くない。し
たがって，食塩感受性の観点からは集団全体への
減塩指導は必ずしも効率的でない可能性が指摘さ
れている。しかしながら，現在の時点で食塩感受
性の有無を調べるには入院して厳しい減塩食を数
週間行い，血圧が低下するか否かをみる方法しか
なく，しかも血圧低下の判断基準に統一したもの
はない。また現在のところ，人の食塩感受性につ
いてそれを決定する強い遺伝子は確定されていな
い。将来，食塩感受性の有無が簡易に判定できる
方法が開発され，この種の検査を行う倫理上の問
題が解決されれば，食塩感受性の有無をスクリー
ニングし，感受性のある人のみ減塩指導を行える
可能性があろう。しかしながら，この様なスク
リーニング方法のない現時点においては，集団全
体に対して食塩の摂取量の低下を推し進めると同
時に栄養のバランスを強調した指導を継続してい
くことが，高血圧の 1 次予防を進める現実的な方
法と考えられる。
本研究の限界として，第 1 に減塩意識，知識，
行動の変化の指標の一つとして用いたアンケート
調査の未回収者の特性が明らかでないため，今回
の結果が地域全体の動向を代表していない可能性
がある。しかしながら，アンケート調査は全世帯
に悉皆的に配布しており，いずれも85％程度の回
収率を維持していることから，選択バイアスの影
響は大きくないと想定される。第 2 に，同アン
ケート調査が1983年から1988年の間に実施された
ものであり，その後の変化については評価できな
い点が挙げられる。しかしながら，みそ汁食塩濃
度調査や24時間栄養調査の結果を鑑みると，1989
年以降も減塩意識，知識，行動の変化は保たれて
いたと考えられる。また，対象や質問項目が異な
るために厳密な比較はできないが，平成18年 1 月
に町内の中学 2 年生全員に対して行ったアンケー
ト調査の結果（回答数158人，回収率93％）では，
減塩キャッチフレーズを見たり聞いたりしたこと
があると答えた生徒は67％，同時期に同様の調査
を，成人式を迎える新成人全員に郵送して行った
結果（回答数60人，回収率29％）では85％であっ
たことから，現在も一定の浸透度は保たれている
ものと考えられる。第 3 に，本研究において評価
した1980～2000年代においては，全国的に減塩意
識の普及，食塩摂取量の長期的な低下が認められ
ていることから，本研究の結果が，わが国の社
会，経済的背景の変化による全国的な現象として
説明され，脳卒中半減対策事業による対策の効果
とはいえない可能性がある。こうした問題を回避
するためには，対照地域を設定することが必要で
あるが，本事業では評価の手段として用いたアン
ケート調査，みそ汁塩分濃度調査，栄養調査に参
加すること自体が減塩への注意を喚起し，健康教
育の一環となることをも意図していたため，たと
え対照地域を設けても，評価のための調査を行う
ことによって対照地域にも介入効果がもたらされ
ることとなったであろうと考えられる。それでも
なお，食塩摂取量の変化を同時期の国民栄養調査
結果（四訂版日本食品標準成分表を元に計算され
ている2000年までの調査結果）の推移と比較する
と ， 全 国 で は 1982–86 年 の 平 均 12.2 g か ら
1996–2000年の平均12.7 g とやや増加したのに対
し，当町の40～69歳の粗摂取量では同時期に11.9
g から10.8 g と約 9％減少した。栄養計算方法や
対象年齢等が異なるため，絶対値の比較はできな
いが，その減少率からは一定の効果が認められて
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いるものと考えられる。
本稿では脳卒中半減対策事業のフレームワーク
（図 1）のうち，メディアによる減塩健康キャン
ペーン事業について述べた。キャンペーン事業の
実施に伴い，住民の血圧値の低下，特に降圧剤服
薬をしていない住民の血圧値の低下や，脳卒中発
症率の約40％の低下が認められている。これら脳
卒中の危険因子や発症の推移や，フレームワーク
に示す他の事業の詳細に関しては，別途公表して
いく予定である。
Ⅴ 結 語
メディアを用いた減塩健康教育事業を長期間継
続して実施することにより，住民の減塩に関する
意識，知識，行動が向上した。このような事業を
展開するには，市町村の企画による予算獲得が必
要であるが，各種の関係機関と連携して多角的，
継続的に実施していくことにより，自治体の限ら
れた予算やスタッフの範囲内で実現できることが
示された。
本事業の一部は，平成14年度筑波大学地域貢献支援
事業の補助を受けて実施された。稿を終えるに当た
り，本事業に多大なる御協力を頂いた真壁医師会（旧・
真壁郡市医師会），茨城県筑西保健所（旧・茨城県下館
保健所），財団法人茨城県総合健診協会，ならびに大阪
府立健康科学センター（旧・大阪府立成人病センター
集団検診第Ⅰ部）の皆様に厚く御礼申し上げます。
（受付 2006. 1.11採用 2006. 7.27)
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EVALUATION OF A COMMUNITY-BASED HEALTH EDUCATION
PROGRAM FOR SALT REDUCTION THROUGH MEDIA
CAMPAIGNS
Kimiko YOKOTA*,2*, Mitiko HARADA3*, Yoko WAKABAYASHI3*, Mieko INAGAWA3*, Miyuki OSHIMA3*,
Sawako TORIUMI3*, Kumiko HIROSE3*, Yumi SHIINA3*, Kazumasa YAMAGISHI2*, Renzhe CUI2*,
Ai IKEDA2*,7*, Masayuki YAO2*,4*, Hiroyuki NODA2*,7*, Takeshi TANIGAWA2*, Sayoko TANAKA5*,
Michinori KUROKAWA4*,6*, Hironori IMANO4*, Masahiko KIYAMA4*, Akihiko KITAMURA4*,
Shinichi SATO4*, Takashi SHIMAMOTO4*, and Hiroyasu ISO2*,7*
Key words：Education for Salt Reduction, Primary Prevention, Health Campaign, Community Inter-
vention, Health Promotion
Purpose To provide the strategies, achievement and evaluation of a community health education pro-
gram for salt reduction with media campaigns.
Methods The intervention community was Kyowa town (A district of Chikusei city, census population
in 1985＝16,792) where we have systematically conducted a community-based blood pressure
control program since 1981, and health education on reduction of salt intake since 1983 for prima-
ry prevention of hypertension. The education program was performed through media campaigns
including use of banners, signboards, posters, and calendars with health catchphrases. We also
used catchphrase-labeled envelopes when sending documents from the municipal health center to
individuals. Health festivals were held annually to enhance health consciousnesses and to improve
health behavior. Some of the posters and calligraphy were painted or drawn by elementary
schoolchildren as part of their education. The program was evaluated by repeated questionnaires
and examination of salt concentrations of miso soup and dietary salt intake.
Results Between 1983 and 1988, the prevalence of persons who were aware that health consultation in-
cluding blood pressure measurements were available at the town o‹ce increased from 65％ to
84％. The prevalence of those who knew the salt intake goal (10 g or less/day) increased from
47％ to 63％ and that of those who reported to reduce salt intake also increased from 38％ to
58％. As for salt concentrations of miso soup, the proportion with less than 1.1％ increased from
47％ to 66％ between 1985 and 2004. Age-adjusted mean salt intake for persons aged 40–69 years
declined from 14 g to 11 g in men and from 12 g to 10 g in women between 1982–1986 and
2000–2004.
Conclusion A long-term systemic education program through media campaigns proved feasible with the
cooperation of community leaders, schools and food associations.
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